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１ 根拠法令 

本報告書は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 26 条の規定により、

令和７年度における東御市教育委員会の事務の管理及び執行の状況の点検及び

評価について報告するものです。 

 

○地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

第 26 条　教育委員会は、毎年、その権限に属する事務の管理及び執行の状

況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これ

を議会に提出するとともに、公表しなければならない。 

２　教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学

識経験を有する者の知見の活用を図るものとする。 

 

 

２　実施の対象及び方法 

(1) 点検・評価の対象は、「第３期東御市教育基本計画」の令和７年度におけ

る取組進捗状況とした。 

(2) 基本計画に対する評価は、次の区分に従って判定し、取組の実績と成果を

把握した。 

　　Ａ　設定した目標以上の成果をあげた 

　　Ｂ　概ね施策の方向性どおり取り組むことができた 

　　Ｃ　目標を達成できないものがあった 
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3 計画の実績と成果、評価

NO 基本目標 現状と課題 施策の方向性
令和７年度の取り組み

【実績】【成果】を別に記載のこと

項
目
評
価

1

１．
教育環境の
整備

① 危機管理マ
ニュアルは毎年
見直しを行い、
より適したもの
にしていくとと
もに研修を実施
します。

【実績】
小中学校ごとに作成している危機管理マ
ニュアルについて、各校で見直しを行っ
た。また、児童・生徒及び教職員を対象に
防犯研修を実施した。

【成果】
危機管理マニュアルの再確認を行い、教職
員の危機管理に対する意思疎通が図られ
た。

2

② 避難訓練・不
審者対応訓練な
ど事故発生を想
定した訓練を毎
年実施します。

【実績】
小中学校ごとに、児童・生徒及び教職員を
対象に避難訓練・不審者対応訓練を実施
し、手順の確認とマニュアルの見直しを
行った。

【成果】
年度当初、防災の日、火気使用が増える時
期等、複数回避難訓練を行うことで、児
童・生徒の防災意識が向上するとともに、
非常時における教職員の組織的な動きを確
認することによって、日常生活の中での防
災意識を高めることができた。

3

③ 通学路点検を
行い、危険箇所
の把握と道路改
良に役立てま
す。

【実績】
各学校において、通学路の安全点検及び通
学指導を実施するとともに、２年に１度実
施している通学路交通安全プログラムに基
づく関係機関による合同点検を実施し通学
路の安全確保を図った。

【成果】
・各種啓発看板の設置
・市道金井・片羽線道路改良、歩道設置
・市道023号線グリーンベルト塗り直し
等

4

① 学校施設・環
境の充実や安全
管理に努めま
す。

【実績】
児童生徒の教育環境の改善のため、施設整
備の工事を実施し、学校施設・環境の充実
や安全管理を図った。

【成果】
・東部中学校トイレ改修2期工事
・東御市立小学校等LED照明賃貸借契約
・北御牧小学校遊具更新工事　等

5

② 学校施設、遊
具、給食施設な
どの点検及び計
画的な修繕を進
めます。

【実績】
各種法定点検の実施、また、学校からの要
望に基づき計画的な修繕を実施した。

【成果】
・北御牧小学校給水管更新工事
・滋野小学校体育館雨漏り修繕工事
・和小学校体育館渡り廊下雨漏り修繕工事
・滋野小学校電話交換機設備更新
・田中小学校給食調理室空調機設置工事
・和小学校給食室西側空調機修繕　等

6

③ 老朽化した小
学校の給食室を
統合し、給食セ
ンターの統合を
検討します。

【実績】
東部地区小学校給食センター建設に向け、
実施設計を行ったほか、建設用地の取得、
移転補償、及び造成工事等に着手し、令和
９年度稼働に向けて事業を進めた。工事に
あたって、工事車両と歩行者動線の安全管
理に努めた。

【成果】
・実施設計等の完了
・建設用地の取得（2706.57㎡）
・用地取得に係る移転補償
・仮設道路工事完了
・建設に係る造成工事及び大型浸透桝設置
工事着手（R8へ繰越）

施策

(１)
学校事故
の防止と
安全管理

学校事故
の未然防
止や事故
などに対
する適切
な対応を
します。

教職員の危機管
理能力向上によ
り、学校事故の
未然防止や事故
などの発生時に
対する適切な対
応を目指しま
す。
※学校職員の人
事配置に合わせ
て４月から５月
頃までに点検を
するものとし、
都度、見直しを
図るものとした
い。
学校やPTA等によ
る通学路点検に
よる通学路の危
険個所等につい
ては、関係機関
と調整を図りま
す。

Ｂ

（２）
 学校施
設・環境
の充実

定期的な
点検、適
切な修繕
を行い、
学校施
設・環境
の充実や
安全管理
を図りま
す。

定期的な点検、
適切な修繕を行
いながら、学校
施設・環境の充
実を図ります。
施設の老朽化に
伴い、修繕が多
く発生すること
から修繕費用の
確保が課題で
す。

Ｂ
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NO 基本目標 現状と課題 施策の方向性
令和７年度の取り組み

【実績】【成果】を別に記載のこと

項
目
評
価

施策

7

２.
切れ目のな
い教育の推
進

① 子どもの実態
により、学校、
教育委員会、子
ども家庭支援
課、また、社会
福祉協議会や障
がい者総合支援
法人などと連携
して、支援を推
進します。

【実績】
年度当初「不登校懇談会」を各校単位で開
き、集団不適応児童生徒対応について協議
した。
家庭に課題を抱える児童・生徒について
は、子ども家庭支援課をはじめとする関係
部局が支援会議などで情報共有し、相互の
役割を確認しながら連携して支援にあたっ
た。
子ども第三の居場所「ゆめぽけっと・とう
み」で学習支援や居場所の提供などを実施
した。

【成果】
市全体の状況を把握すると共に、支援の方
向性を共有することができた。また、関係
機関や学校との情報共有を密にすることに
よって、個別の児童・生徒への具体的な支
援策を講じることができた。
登校支援や家庭環境を整える支援、家の外
に出るきっかけとなる安心できる居場所の
提供などにより、学校に通えるようになっ
た児童・生徒がいた。

8

② ケースワー
カー（臨床心理
士）を配置し、
教育相談、支援
会議等にあたり
ます。

【実績】
各学校からの要請やニーズに応じて学校
と情報共有し、発達検査や支援会議で支援
方法の検討をした。
【成果】
発達検査では認知特性の見極めを行って支
援に生かせるよう助言を行い、また、支援
会議ではより望ましい支援のあり方を具体
的に提案し、適切な支援につながった。
令和８年３月末現在の不登校児童・生徒
は、小学校29人、中学校70人であるが、そ
のうち、子どもサポートセンターの職員が
支援にかかわっている児童は17人、生徒は
33人である。家庭環境の調整を行いつつ、
本人が社会性を培えるような支援を行って
いる。

9

③ 電話のほかタ
ブレット端末を
利用した窓口を
設置し、悩み事
相談・教育相談
を行います。

【実績】
児童・生徒が、タブレットから直接入力で
きるＳＯＳ相談フォームを作成するととも
に、児童・生徒１人につき１枚、こどもＳ
ＯＳ相談カードを配布し、周知した。

【成果】
電話で２件、ＳＯＳ相談フォームには８件
の相談が寄せられた。それぞれの訴えに応
じて、学校や関係機関とつないだことで、
解決の糸口となった。

10

④ 教育講演会、
授業研修会など
を通しての授業
改善につとめま
す。

【実績】
教育講演会の代わりに、全小中学校に対し
て年３回、長野大学丹野教授の学校訪問を
位置づけた。また、東部中学校区、北御牧
中学校区それぞれでの授業公開と研究会を
実施した。

【成果】
学校訪問での具体的な指導場面の参観によ
り、教職員それぞれの課題に応じた指導を
受けることができた。授業公開および研究
会では、小中のつながりの中で、どのよう
な点を大切にして日々の授業を行っていけ
ばよいのか、考えを深め合う機会になっ
た。

11

⑤ 学校適応感尺
度（ASSESS アセ
ス）を実施し、
学校適応感を把
握して、学級経
営やいじめ、不
登校の未然防止
に役立てます。

【実績】
各校でアセスの検査を行い、個々の児童・
生徒の集団に対する適応感情を把握した。

【成果】
個々の児童・生徒の集団に対する主観的な
適応感情を把握することにより、教職員と
の捉えのずれに着目し、いじめ・不登校の
未然防止につながった。

（１）
不登校対
策

いじめ不
登校など
の不適応
を未然に
防ぎ、学
校に笑顔
で通う子
どもを育
てます。

友達関係、学
習・家庭の環境
などの様々な要
因によって学校
での生活や学習
にスムーズに入
ることができな
い児童・生徒が
います。そのた
めには、学校の
授業、教育活
動、友達との関
わりを楽しみ、
学校に笑顔で通
う子どもを育て
るため、友だち
のよさを互いに
認め合い、支え
合う人間関係づ
くりを支援して
いく必要があり
ます。
また、家庭に課
題を抱える児
童・生徒が増え
ていることか
ら、児童・生徒
への電話相談・
教育相談を行う
ほか、子どもサ
ポートセンター
等福祉部局と連
携して素早い対
応、支援が必要
となります。

Ａ

3



NO 基本目標 現状と課題 施策の方向性
令和７年度の取り組み

【実績】【成果】を別に記載のこと

項
目
評
価

施策

12

２.
切れ目のな
い教育の推
進（続き）

① 各校の実情に
より心の教室相
談員、特別支援
教育支援員、学
力向上対策講師
等を配置し、校
内での多様な学
びの場をつくり
ます。

【実績】
市内全小中学校に、心の教室相談員と特別
支援教育支援員を配置するとともに、滋野
小、北御牧小、北御牧中に学力向上対策講
師等を配置した。

【成果】
多くの目による支援が可能になり、多様な
学びの場が生まれて、児童・生徒の学習に
向かう意欲を育てることができた。

13

② 学校とともに
指導主事、子ど
もサポートセン
ター、ケース
ワーカー、ＳＳ
Ｗ（スクール
ソーシャルワー
カー）などが連
携し、個の実態
により適した学
びの場の設定に
努めます。

【実績】
各学校の要請や保護者の願いに沿って、発
達検査や支援会議への出席を重ねてきた。

【成果】
発達検査では、認知特性の見極め、支援会
議ではふさわしい支援について具体的な提
案をすることにより、適切な学びの場の設
定につながってきた。

14

③ 学校での学び
に抵抗のある子
どものために中
間教室などの学
校外の学びの場
を設け講師の配
置を行います。

【実績】
校内に「相談室」「ＳＳＲ」などを設置
し、集団不適応児童・生徒の居場所づくり
に努めた。また「中間教室（ふれあい教
室）」、こども第三の居場所「ゆめぽけっ
と・とうみ」を活用し、市内小中学校の集
団不適応傾向の児童・生徒の居場所づくり
に努めた。

【成果】
中間教室207日開室し、小学校１人、
中学校５人の児童・生徒が利用した。延べ
通室日数は69日であった。

15

④ 登校や中間教
室などの学びに
抵抗のある子ど
もたちのために
オンラインでの
学習の機会を広
げるとともに、
個別最適な学び
の場の情報提供
を行います。

【実績】
登校や中間教室などでの学びに抵抗のある
児童・生徒に、オンラインでの学習の機会
を設けるとともに、短学活に参加する機会
を設けた。

【成果】
小学校２校児童２人、中学校２校生徒２人
にオンライン学習を提供し、学びや社会的
自立に向かう資質を育成した。

（２）
多様な学
びの場の
提供

子どもた
ちに、多
様な学び
の場を設
けます。

多様な子どもた
ちの実態に応じ
て、学校だけで
なく様々な学び
の場が求められ
ています。
家庭での教育へ
の願いや子育て
の困りごとなど
を受け止め、
個々の子どもた
ちの成長や学び
の充実のために
寄り添う支援を
継続し、子ども
たちの意欲を高
め、学びに向か
う環境づくりが
求められます。
また、地域の力
を活用し、学校
教育の支援、充
実が図られるよ
うに学校応援
団、ボランティ
アの充実が求め
られています。

Ａ
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NO 基本目標 現状と課題 施策の方向性
令和７年度の取り組み

【実績】【成果】を別に記載のこと

項
目
評
価

施策

16

２.
切れ目のな
い教育の推
進（続き）

① 教育、医療、
保健、福祉部門
等とのネット
ワークと幼保・
小・中・高の連
携を通して、切
れ目のない支援
体制を構築し、
効果的な運用を
図ります。

【実績】
子どもサポートセンターを中核とし、妊娠
期から概ね18歳までの子どもと家庭を対象
に、あらゆる相談への対応と支援を、幼保
園、学校及び子ども家庭支援課・保育課・
健康推進課・福祉課などと連携して、進め
てきた。

【成果】
発達、児童虐待、要保護児童対策など、あ
らゆる面での相談対応が増えたが、一つ一
つの案件に、各機関と連携して対応し、児
童・生徒および家庭の困難を少しでも軽
減・解決するための助けとなっている。

17

② 就学前相談や
校内支援会議を
通して、教育相
談の充実を図り
ます。

【実績】
幼保小の接続を大事にし、年長児行動観察
に加えて年中児の行動観察も行った。ま
た、その後の就学前相談につなげ、小学校
への移行支援会議や入学後の校内支援会議
に参加して共に支援を考えてきた。

【成果】
幼児・児童本人および保護者の困りや悩み
に寄り添いつつ、よりよい支援の方策を共
に探ることができた。

18

③ 幼・保・小の
連携を深めるた
め、保育士と教
職員との研修等
の機会を設けま
す。

【実績】
校長会・園長会の協力を得て、年長担任、
小1担任をメンバーとした「幼保小接続委
員会」を年３回開催した。また、北御牧中
区は、保小中合同音楽会を実施し、東部中
区は、小中の授業研修会に保育園長が参加
し、授業の様子を共有した。

【成果】
教職員と保育士との交流や研修を通じて、
相互理解が図られたほか、各園小において
接続カリキュラム作成を整備し、内容の共
有が図られた。

（３）
幼・保・
小の連携

幼保・小
の連携を
深め、保
育士と教
職員との
連携を図
ります。

幼稚園・保育園
児期からの指
導・支援により
小学校入学後の
円滑な接続をす
るために幼保小
連携を図ること
が必要です。そ
のために幼稚園
等と小学校就学
期前後の連携を
更に強化し、保
育士や教職員に
よる相互の授業
参観や情報共有
が重要です。園
の支援方針と小
学校の教育方針
をつなぐ接続カ
リキュラムの共
同作成を図るこ
とが大切です。
また、特性のあ
る子どもを、子
どもサポートセ
ンターとの連携
の下、幼・保・
小で切れ目なく
サポートする必
要があります。

Ａ
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NO 基本目標 現状と課題 施策の方向性
令和７年度の取り組み

【実績】【成果】を別に記載のこと

項
目
評
価

施策

19

２.
切れ目のな
い教育の推
進（続き）

① 子どもサポー
トセンターや保
育課と連携し、
発達特性が認め
られる子どもの
早期発見と早期
対応ができるよ
うにします。

【実績】
長野大学教授および子どもサポートセン
ターと保育課の心理師および指導主事が、
５歳児発達相談、年中児行動観察、年長児
行動観察を継続して観察・カンファレンス
を行い、その後の就学前教育相談につなげ
た。発達に課題があったり支援が必要だっ
たりする園児の早期発見と早期対応を進め
るとともに、保護者へ子どもの発達特性へ
の理解と適切な関わり方の啓発を実施し
た。

【成果】
発達特性が認められる子どもを早い段階で
発見し、適切な支援につなげることができ
た。
個別のペアレント・トレーニングにより、
保護者が子どもとの適切な関わり方を学ぶ
ことができた。
長野大学教授や心理師のアドバイスを参考
に、より的確なアセスメントとよりよい支
援の方策を共に探ることができている。

20

② ケースワー
カーやＳＳＷ等
専門職による諸
検査や相談活動
のニーズに応え
られるような体
制 を 目 指 し ま
す。

【実績】
ＷＩＳＣ－Ｖ検査や新版K式検査などを、
公認心理師資格をもつケースワーカーやＳ
ＳＷに行ってもらい、結果をフィードバッ
クして、支援に生かした。

【成果】
検査の結果から、園児・児童・生徒の認知
や発達の特性を理解し、支援に生かすこと
ができている。ケース依頼が多く、担当の
多忙さが課題である。

21

③ 各校のニーズ
に添った特別支
援教育支援員の
配置ができるよ
う に し 、 効 果
的、効率的に活
用することを目
指します。

【実績】
各校における、通常学級在籍児童・生徒で
特別な配慮を要する子の数と実態を調査
し、支援の必要性・ニーズを把握し、特別
支援教育支援員を各校に配置し、スキル
アップ研修も行い、支援力の向上に努め
た。

【成果】
各校からのニーズをふまえ、チーム支援に
貢献する支援員の配置ができた。また、長
野大学の教授陣の指導による特別支援教育
支援員スキルアップ講座を年３回開催する
ことで特別支援教育支援員の支援力の向上
に寄与した。校内で支援員が集まって情報
交換し、必要に応じて支援体制を見直す会
議も開催し、よりよい支援に努めることが
できた。

22

④ 全職員がイン
クルーシブな教
育への理解を深
め、実践につな
げられることを
目指します。

【実績】
市費教職員対象の｢スキルアップ研修会｣を
年３回、全教職員対象の｢吃音に関する研
修会｣を年３回(上田市教委と共催)、｢イン
クルーシブ教育講演会｣を１回実施した。
また、長野大学教授による訪問指導を、全
小中学校ごとに３回ずつ、計21回実施し
た。

【成果】
研修に管理職が参加したことをきっかけ
に、校内に新たな情報共有の場を立ち上げ
るなど、研修で得た理解が各校での実践に
つながった。

（４）
インク
ルーシブ
な教育の
実現

多様な子
どもたち
が地域の
学校に通
い、障が
いのある
子も障が
いのない
子も含め
たすべて
の子が、
持てる力
を最大限
に発揮
し、共に
学び合う
ことがで
きる教育
を目指し
ます。

子どもたちの多
様性を尊重し、
障がいのある子
が、その能力を
可能な限り発揮
することができ
る教育の場を提
供し、共に学ぶ
仕組みである、
インクルーシブ
な教育の実現を
目指していま
す。また、発達
特性が認められ
る子どもへの早
期対応や特別な
配慮が必要な児
童・生徒が通常
学級で学ぶ際
に、必要な個別
支援の提供が求
められていま
す。
発達特性が認め
られる子どもへ
の早期対応がで
きるようにする
ため、ケース
ワーカーやＳＳ
Ｗ等専門職の配
置や、子どもサ
ポートセン
ター、保育課と
の連携が課題で
す。また、特別
な配慮を要する
子どもが増加傾
向にあるため、
特別支援教育支
援員が不足して
きています。特
別支援教育支援
員の増員も課題
です。
特別な配慮を要
する児童・生徒
への担任の対応
や特別支援教育
支援員による
チーム支援を効
果的に行えるよ
う、また、イン
クルーシブな教
育への理解を深
め実践につなげ
られるよう、各
種の研修を通し
て、教職員や特
別支援教育支援
員の意識改革を
図っています
が、研修のさら
なる充実が求め
られています。

Ｂ

6



NO 基本目標 現状と課題 施策の方向性
令和７年度の取り組み

【実績】【成果】を別に記載のこと

項
目
評
価

施策

23

２.
切れ目のな
い教育の推
進（続き）

① 特別支援学級
や通級指導教室
について設置の
ねらいや役割に
ついて共通理解
を図ります。

【実績】
東御市学校職員会の特別支援学級・通級指
導教室担当者会や特別支援教育コーディ
ネーター連絡会等の会議に出向き、設置や
役割について共通理解を図った。また資料
提供および情報交換を行い、現場の悩みを
聞き、対応策を共に考えた。

【成果】
東御市の特別支援学級担任および通級指導
教室担当のチームワークが徐々に高まって
いる。東御市グループＳＳＴを、市内教職
員で連携・分担して行い、成果が現れてい
る。今後も研修や情報交換を行い、支援力
の向上を図る必要がある。

24

② 教育支援委員
会の構成員とし
て発達外来担当
の医師や養護学
校教員、ことば
の教室担当者を
委員に要請する
等、委員会の専
門性を高め充実
を図ります。

【実績】
委員として東御市民病院発達外来の医師が
加わり、適切な助言を受けた。また他にも
特別支援学校の自立活動専任やＬＤ等通級
指導教室およびことばの教室担当が委員と
なり、適切な学びの場を専門分野から意見
交換し、多面的に検討できた。

【成果】
特別支援学校・学級判断や通級指導教室判
断を出すケースについて、医師・特別支援
学校・通級指導教室教員など、専門分野か
らの意見をもらい検討できている。

25

③ 支援会議や校
内教育支援委員
会の活性化を図
り、学びの場の
柔軟な見直しに
つなげていきま
す。

【実績】
各校の支援会議（個別ケース会議）に参加
し、よりよい支援のあり方を共に考えてき
た。校内教育支援委員会が、各校の特別支
援教育コーディネーターを中核に組織・運
営し、校内での適切な学びの場検討を経
て、東御市教育支援委員会で更なる検討・
判断を行っている。

【成果】
不登校ケースや、対人関係・行動面・学習
面での課題について検討する内容の支援会
議への参加要請が多くなっている。学びの
場の柔軟な見直しを図るケースもある。

26

④ 多層指導モデ
ルＭＩＭを活用
して、学力の基
礎となる読みの
困難さや算数の
つまずきを早期
に発見し、適切
な指導をしてい
くことを目指し
ます。

【実績】
各小学校にＭＩＭ検査道具を配置し、通級
指導教室担当者による１学年通常学級での
指導・支援や、上田市と共催の「ＭＩＭ全
体研修」に参加し、読みの困難さに対する
具体的な対応を身に付ける支援を行った。

【成果】
ＲＴＩ（多層指導）モデルに学び、促音・
拗音・撥音等の読みの困難さを早期に発見
し、通常学級での全体への一次支援と個別
の支援、および取り出しての個別指導を
行っている。

27

⑤ 特別支援学校
で学ぶ児童・生
徒との交流をし
やすくするため
に、副学籍の運
用が確実に行わ
れるようにしま
す。

【実績】
１～２月に実施した副学籍の全児童生徒へ
のアンケートにより、全員の交流希望等を
把握し、副学籍校と共有した。

【成果】
交流希望アンケート（郵送回収）や電話等
で、交流への保護者や本人のニーズを把握
し、小中学校にも連絡をして交流の参考に
できた。複数回継続しての交流や学校行事
に参加している学校が見受けられた。

（５）
特別支援
教育の充
実

障がいの
ある人
が、その
能力を可
能な限り
発揮でき
る教育を
提供しま
す。

障がいのある児
童・生徒が、合
理的配慮の一環
として特別支援
学級や通級指導
教室を利用して
います。個々の
特性や発達段階
に応じた支援を
心がけています
が、ＳＳＴや自
立活動等必要な
支援が十分とは
いえない現状で
す。特別支援学
級の役割の再確
認と通級指導教
室のさらなる利
活用が求められ
ています。ま
た、市の教育支
援委員会では、
個々の特性や発
達段階に応じた
学びの場につい
て判断をしてい
ますが、より適
切な判断を下す
ため、教育支援
委員会の専門性
を高めることが
求められていま
す。
各学校では、支
援会議や校内教
育支援委員会を
通して、特別支
援教育の成果を
検証しながら学
びの場の柔軟な
見直しを行い、
インクルーシブ
な教育につなげ
ることが必要で
す。
読みの困難さを
小学校低学年の
段階で把握し、
適切な指導をす
ることにより、
学習不適応を防
ぐよう心がけて
います。算数の
つまずきについ
ても対策がとれ
るようにするこ
とが求められて
います。読みの
障がいについて
はデイジー教科
書を活用してい
ます。
養護学校に在籍
している児童・
生徒について、
副学籍制度を設
け、居住地の
小・中学校と交
流しやすい体制
を整えていま
す。保護者や学
校のニーズに応
えられるような
運用が求められ
ています。

Ｂ
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NO 基本目標 現状と課題 施策の方向性
令和７年度の取り組み

【実績】【成果】を別に記載のこと

項
目
評
価

施策

28

３.
確かな学力
と学びを育
む教育

① 算数・数学の
少人数学習等を
進め、課題に応
じた個々の指導
につなげます。

【実績】
田中小と祢津小に県費の加配教員をそれぞ
れ配置し、また、北御牧小と北御牧中兼務
で、市費の学力対策講師を１名配置した。

【成果】
該当学年に入ることにより、算数では子ど
もたちの学びのペースに合わせた指導がで
きた。北御牧小中では、小中の接続を見通
した指導を通じて、子どもたちの課題がよ
り明確になったことにより、的確な指導に
つなげられた。

29

② ＡＬＴによる
英語でのコミュ
ニケーション活
動に重点を置い
た 授 業 を 展 開
し、英語の楽し
さを体感できる
英語・外国語活
動 を 目 指 し ま
す。

【実績】
５小学校に対して２名、２中学校に対して
１名のＡＬＴを配置するとともに、北御牧
小を除く４校に、県費の英語専科（１名）
を配置した。

【成果】
６年生対象のタブレットを使った他校との
交流授業の実施（３回ずつ）、３名のＡＬ
Ｔとコミュニケーションをとるインターナ
ショナルデイ、台湾とのオンラインでの交
流（田中小・滋野小）など、コミュニケー
ションに重点を置いた活動ができた。

30

③ 理科専科教員
や教科担任を学
力向上対策講師
として適切に配
置し、各教科の
専門性を生かし
た授業づくりを
し、子ども達の
学力伸長を図り
ます。

【実績】
学力向上対策講師として、滋野小と北御牧
小に理科専科講師、北御牧中学校に美術科
講師を配置した。

【成果】
学級数等の関係により準備や教材研究に専
門性が求められる教科に県費教職員をあて
られない学校に対して、講師を適切に配置
したことにより、子どもたちが意欲的に学
習に取り組む姿が見られた。

31

④ 学年・学級の
児童の様子を見
ながら、教科担
任制を積極的に
実践します。

【実績】
音楽科・家庭科・理科・英語科において
は、教科担任制を実施した。滋野小では、
一時的に担任が受け持っている社会と国語
の交換、また、祢津小では、算数と国語を
交換するなどといった教科担任制も一部実
施した。

【成果】
多くの目で一人一人の児童を細やかに見る
ことによって、その児童の課題に応じた指
導につなげることができた。また、各学校
で、学校の実態に応じて、より柔軟な発想
による教科担任制の試行を目指していく動
きが出てきた。

（１）
学力向上

全国学力
学習状況
調査や標
準学力検
査ＮＲＴ
の分析や
教科指導
できる市
費の講師
等を雇用
し、学級
担任や教
科担任と
協同しな
がら学力
向上を図
ります。

理科専科教員、
英語・外国語活
動のＡＬＴ、学
力向上対策講師
の充実を図り、
児童・生徒が各
教科性を高め、
基礎基本をより
確実に身につけ
られるようにし
ます。
小中一貫（型）
教育の特長を生
かし、小・中合
同職員会や小・
中教職員による
相互授業参観・
授業研究会（情
報交換会）を通
して、子どもの
成長の姿や課題
を見据えた実践
的な授業改善に
生きる取り組み
が必要です。

Ａ

8



NO 基本目標 現状と課題 施策の方向性
令和７年度の取り組み

【実績】【成果】を別に記載のこと

項
目
評
価

施策

32

３.
確かな学力
と学びを育
む教育（続
き）

① ＩＣＴを効果
的に活用した、
わかりやすく深
まる授業の実現
を図ります。

【実績】
全児童・生徒のタブレットに学習支援アプ
リ「ロイロノート」を公費で導入し、授業
での活用を図った。

【成果】
「ロイロノート」の授業場面での活用方法
について、各学校での工夫が、校内や学校
間でも共有されるようになり、子どもの主
体的な取り組みや、授業での協働的な学び
の深まりにつながった。

33

② ＩＣＴを活用
した授業の実現
に際し、ＩＣＴ
のスキルや効果
的な使い方を専
門的な立場から
支援するＩＣＴ
教育支援員を配
置します。

【実績】
授業の支援や指導等のため、ＩＣＴ活用支
援講師１名を配置した。

【成果】
直接的な授業支援のみならず、ＩＣＴ機器
の利用法や、アプリの有効な使い方へのア
ドバイスなど、幅広く迅速な対応が可能に
なり、授業でのＩＣＴの活用が一層進ん
だ。

34

③ 教育用ＩＣＴ
機器を効果的に
使った授業のあ
り方を研究し、
各校に広めてい
きます。

【実績】
各校ごとに利活用方法を検討し実践したう
えで、東御市学校職員会の中でＩＣＴ機器
の活用方法について、各校の実践を紹介し
合う場を位置づけた。

【成果】
各校の取り組みを紹介し合ったことで、ど
の学校でも、より一層ＩＣＴの活用を進め
る姿が見られるようになった。また、全国
学調の児童・生徒質問紙の回答結果でも、
全国や県平均と比べて、活用率が高かっ
た。

35

① 児童・生徒の
実態に応じた教
職員向けの研修
会を実施し、教
職員の資質・力
量 の 向 上 を 図
り、適切な指導
につなげます。

【実績】
他項目で示した研修会の他、児童・生徒の
実態が一番把握できるそれぞれの学校の中
で学校長の学校運営の願いに沿って、授業
公開や教材研究を中心とした主体的な授業
研究・研修を進めた。

【成果】
学年会や教科会の中で、日常的に情報交換
が行われるようになり、それぞれの学校の
一人一公開などの授業公開では、教職員一
人一人の課題に沿って学び合えた。

36

② 教職員のＩＣ
Ｔに対する苦手
意識を解消し、
授業で活用する
スキルの向上を
図ります。

【実績】
ＩＣＴ活用支援講師による研修会をそれぞ
れの学校や、市の学校職員会の部会等で実
施したほか、その学校に来校している際
に、必要に応じ各種教材等の使用方法の指
南を実施した。

【成果】
ＩＣＴ活用を苦手としていた教員たちが、
操作に慣れ、授業の中の様々な場面で、よ
り一層活用を図れるようになってきてい
る。

（２）
ＩＣＴ教
育の推進

ＩＣＴを
効果的に
活用し
た、深ま
る授業の
実現を図
ります。

タブレットの持
ち帰り学習やＩ
ＣＴ教材の効果
的な利用の検討
と児童・生徒の
情報活用能力の
育成が必要で
す。
タブレットのソ
フトについて、
利用頻度を踏ま
えて精査し、利
用を促進してい
く必要がありま
す。
ＧＩＧＡスクー
ル運営支援セン
ター、ＩＣＴ教
育支援員等の役
割を明確にし、
学校でのトラブ
ルやニーズに応
じた対応策を再
構築する必要が
あります。
タブレット端末
やネットワーク
設備の更新を定
期的に実施する
必要がありま
す。

Ｂ

（３）
支える教
職員のス
キルアッ
プ

教職員の
資質・力
量の向上
を図りま
す。

教職員にとって
有益な研修会を
継続して開催
し、教職員相互
の知識や技能向
上の機会を図
り、魅力ある授
業とするための
教職員のスキル
アップが必要で
す。
教職員が有する
ＩＣＴ関連の知
識により、クラ
スによって利用
頻度に差異が見
られることか
ら、ＩＣＴ機器
の効果的な活用
研修が必要で
す。
タブレットの利
用指針の理解を
深め、児童・生
徒のネットリテ
ラシー研修を充
実していく必要
があります。

Ｂ
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NO 基本目標 現状と課題 施策の方向性
令和７年度の取り組み

【実績】【成果】を別に記載のこと

項
目
評
価

施策

37

４.
心と身体を
育む教育

① 新体力テスト
の統計処理結果
の分析結果を各
校の体力向上に
役立てます。

【実績】
新体力テストの統計処理について、身体教
育医学研究所の協力を得ながら経年変化や
考えられる要因等についても分析を進め、
校長会・教頭会等の折に結果を示すように
した。

【成果】
示された自校の結果に合わせてそれぞれの
学校で体力向上に向けた方策を考え、令和
８年度に向けた計画作成に生かすことがで
きた。

38

② 新体力テスト
の正確な実施の
ため、専門家の
協力を求め、分
析結果を各人が
活かせるように
します。

【実績】
公益財団法人身体教育医学研究所、一般社
団法人ＳａｎｙＴＯＭＩにより職員への研
修を実施した。スポーツ推進委員が新体力
テストの手伝いを行い、正確な測定に努め
た。

【成果】
職員研修で正しい測定の仕方や新体力テス
トにある運動の効果的な支援の方法を学校
職員が学び、個々の児童・生徒の体力向上
への取組を意識的に取り組んだ。

39

③ 放課後の有効
活用を図り、気
軽に、簡単に取
り組める運動機
会を設けます。

【実績】
簡単に取り組める運動の機会を設けるた
め、一般社団法人SanyTOMIに事業委託し、
民生委員、子ども会育成会、スポーツ推進
委員、東御清翔高校生の協力を得ながら
「げんき塾」「ゆるっとスポーツ」を実施
した。

【成果】
「げんき塾」は、５小学校で25会の実施
で、参加児童延べ656人。「ゆるっとス
ポーツ」は２中学校で10回の実施で、参加
生徒延べ81人。様々な遊び等の体験を通し
て学年を超えた交流活動を促し、青少年健
全育成および児童・生徒の体力向上に寄与
した。

40

④ 学校からのお
便りや保護者懇
談会等を活用し
ながら、幼児期
から「歩くこ
と」の大切さの
理解を図り、家
族で運動への関
心を高めていき
ます。

【実績】
ＰＴＡ総会や学校保健委員会等で、体を
使って五感を働かせる大切さを保護者に伝
えるとともに、来入児保護者会の折には、
指導主事よりクリアファイル「もうすぐ１
年生」を使って、外遊びや歩いて登下校す
ることの意義を、新入生の保護者に説明し
た。

【成果】
外遊びの大切さを学校保健委員会で取り上
げた学校では、日常的に外遊びする児童が
大幅に増えた。そうした結果をお便り等で
共有することで、体を使って五感を働かせ
る活動の大切さが、児童・生徒と保護者に
伝わってきている。

41

⑤ ＰＴＡの研修
等を利用して、
簡単に取り組め
る運動を体験し
てもらいます。

【実績】
暑さ対策のため運動体験が座学になったた
め、ＰＴＡ対象の体験活動はＰＴＡ作業前
のラジオ体操等に留まった。

【成果】
体験活動にはならなかったが、学校保健委
員会での遊び場調査等の結果報告について
は、講師を交えて話し合うことができ、課
題や今後の体力向上に向けた取り組みの方
向性を共有する機会になった。

（１）
体力向上
（体力づ
くり）

新体力テ
ストの効
果的な活
用や放課
後等の時
間の活用
により児
童・生徒
の体力の
向上を目
指しま
す。

運動やスポーツ
に自ら取組む児
童・生徒の育成
を目指し、新体
力テストの集計
や独自の分析結
果の効果的な活
用を工夫するこ
とで、児童・生
徒の体力の向上
を図る必要があ
ります。
運動が苦手だっ
たり、嫌いだっ
たりする児童・
生徒が一定数い
る中、日常的に
運動に親しませ
たり、全校を上
げて年間で活動
できる時間と場
所を各校ごと確
保し、楽しみな
がら、体力向上
につなげるス
ポーツや遊びを
展開する必要が
あります。
生活のスタイル
の変化等で子ど
もを送迎する保
護者が多い現状
があり、体力向
上のため歩いて
登下校すること
の大切さを再認
識する必要があ
ります。
子どもと保護者
に継続的な運動
の必要性を伝
え、体力向上に
関わって意見交
換や情報共有を
計画的に行うこ
とが大切です。

Ｂ
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NO 基本目標 現状と課題 施策の方向性
令和７年度の取り組み

【実績】【成果】を別に記載のこと

項
目
評
価

施策

42

４.
心と身体を
育む教育
（続き）

① 力強く生きて
いくため、自己
肯定感を高める
ために、教科、
総合、特別活動
など、あらゆる
教育活動を通し
て、よりよく生
きる道徳的価値
に向かい合い、
主体的に判断
し、実践する力
をつけることを
目指します。

【実績】
教科道徳の主題や指導方法について、教職
員が研修を重ねながら道徳的価値の良さに
触れて、児童・生徒個々の道徳性を育成す
る実践を重ねている。

【成果】
教科道徳の主題の捉えや指導方法につい
て、教職員の間で理解が深まってきた。そ
れに伴い、児童・生徒の個々の道徳性の伸
長が日常生活の中で見られるようになって
きた。

43

② 道徳教育や人
権教育を通し
て、いじめのな
い人間関係づく
りを進めます。

【実績】
全小中学校において、いじめのない人間関
係づくりにつなげるため、「対話」に重点
を置いた「朝鑑賞」の取り組みを行った。
人権教育に係る授業を進めるにあたり、
「対話」ある授業をとおして、自尊感情や
被尊感情を感じ取れるために指導主事によ
る授業への助言、指導を行った。

【成果】
「朝鑑賞」の取り組みをとおし、児童・生
徒が自分の意見をきちんと発言出来るよう
になった。また、相手の意見を好意的に捉
え、互いの「違い」をよさとして感じ取れ
る関係づくりにつながった。
人権教育では、道徳教育との違いについて
教職員自身が学ぶことができたほか、差別
の仕組みにも気づいていける授業づくりに
寄与した。

44

③ 教科書で扱っ
た題材や道徳的
価値の見返し、
自分のあり方や
他人、社会との
関わりに重点を
おいた指導を行
います。

【実績】
各学校ごとに全体計画に位置づけ、年間計
画をもとに実施した。また、子どもの様子
をとらえながら、学年ごとに次年度に向け
た見直しを行った。

【成果】
子どもたちの道徳的実践についての目に見
える成果は見えにくいが、道徳教育の指導
の充実にはつなげられている。

（２）
道徳教育

豊かな心
を育む道
徳教育の
充実を図
ります。

自己の生き方を
見つめ、主体的
な判断のもとで
行動し、また、
自立した一人の
人間として、他
者と共によりよ
く生きるための
基盤となる道徳
性を養うことが
必要です。

Ｂ
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NO 基本目標 現状と課題 施策の方向性
令和７年度の取り組み

【実績】【成果】を別に記載のこと

項
目
評
価

施策

45

４.
心と身体を
育む教育
（続き）

① 学校毎の「食
に関する指導の
全体計画」に基
づき、各教科等
を通じて食育を
進めます。

【実績】
各小中学校で「食に関する指導の全体計
画」を作成し、計画に沿って食育を推進
した。

【成果】
学校給食の時間の他に、教科等横断的な食
に関する指導を行ったことで、児童生徒の
食育（食事の重要性や栄養バランス、食文
化等）の推進が図られた。

46

② 成長期である
児 童 ・ 生 徒 に
合った食(栄養
等)について、保
護者や児童・生
徒への啓発を行
います。

【実績】
給食だよりの配布、給食時間中の一口メ
モの放送、FMとうみでの献立紹介、試食会
の開催等を通して、食や栄養について啓発
を行った。

【成果】
児童生徒、保護者や地域の食への関心が深
まった。

47

③ 季節や風土に
合った食の選択
が 出 来 る よ う
に、学校給食に
旬の食材や地域
食材を使用しま
す。

【実績】
ＪＡ信州うえだ東部営農課や地元生産者等
と情報交換を行い、地元食材利用推進に繋
げた。また、地域食材の利用や郷土食を
テーマとした給食を市内統一献立として年
４回実施した。

【成果】
農産物全体使用量における地域産使用量の
割合（主要20品目）
令和６年度　44.5％
令和７年度　40.1％
※猛暑による食材の生育不良により、地域
食材の確保が困難だったため。

48

④ 「東御市学校
給食での食物ア
レルギー対応に
ついての指針」
に基づいたアレ
ルギー対応を行
い、安全に配慮
します。

【実績】
「東御市学校給食での食物アレルギー対応
についての指針」に基づき、学校と保護者
の面談を行い、個々のアレルギー対応の徹
底を図った。また、担当職員である養護教
諭と栄養教諭合同の会議を開催し、アレル
ギー対応方法の確認を行った。

【成果】
令和７年度において重大なアレルギー事案
の発生はなかった。

49

⑤ 学校給食の適
正な給食費を定
めます。

【実績】
令和６年４月の給食費改定後の更なる食材
費高騰の対応として、１食あたり小学校27
円、中学校31円の価格補填を行った。
保護者負担額については、給食費改定によ
る急激な負担増加を軽減するための激変和
緩和措置を令和６年度に引き続き行い、１
食あたり小学校31円、中学校35円の補助を
行った。

【成果】
小学校給食実質単価　335～356円
（内訳）・物価高騰補填　 27円
　　　　・激変緩和措置　 31円
　　　　・保護者負担　　 277～298円

中学校給食実質単価　385～395円
（内訳）・物価高騰補填　 31円
　　　　・激変緩和措置　 35円
　　　　・保護者負担　　319～329円

（３）
食育

安全・安
心な学校
給食の提
供と、正
しい
「食」の
知識を身
に付けま
す。

安全・安心な学
校給食を通し
て、児童・生徒
が正しい「食」
の知識と望まし
い食習慣を身に
付けることを目
指します。
地域食材の使用
量増加と合わせ
て、郷土食の継
承に取り組みま
す。
「東御市学校給
食での食物アレ
ルギー対応につ
いての指針」に
基づくアレル
ギー対応が必要
です。
食材等の価格高
騰が続いてお
り、適正な学校
給費が課題で
す。

Ｂ
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NO 基本目標 現状と課題 施策の方向性
令和７年度の取り組み

【実績】【成果】を別に記載のこと

項
目
評
価

施策

50

５.
地域に開か
れた学校

① 保護者や地域
住民が一定の権
限と責任をもっ
て学校運営に参
画し、よりよい
教育の実現を目
指します。

【実績】
各学校ごと、国型のコミュニティスクール
として学校運営協議会を設置し、教育課程
の編成や学校経営方針および学校運営計画
等の承認と、意見の申出を行うよう、年３
回の運営協議会の実施を位置づけている。

【成果】
東御市学校運営協議会規則と各学校の計画
に従い、子どもたちの日常的な姿の参観等
を取り入れながら充実した会を実施するこ
とができた。

51

② 各学校に設置
した学校運営協
議会が学校長を
バ ッ ク ア ッ プ
し、保護者や地
域住民に開かれ
た学校づくりを
目指します。

【実績】
学校運営協議会メンバーに、日常的に学校
と関わりの深い地域住民やＰＴＡの代表に
入ってもらった。

【成果】
日常的に関わりの深い方々が学校運営協議
会のメンバーにいることで、様々な視点か
ら幅広い意見を得ることができ、学校運営
に生かせた。
また、保護者や地域住民と関わる学習活動
の様子については、学校だより等を通して
公開できた。

52

③ 地域のひと・
もの・ことを最
大限活用し、工
夫をしながら、
これまで積み上
げてきた小中一
貫教育を各校で
推進していきま
す。

【実績】
各小学校区ごとの特色を生かした学習活動
の経験の上に立って、それぞれの中学校で
も地域と関わりながら学ぶ活動を位置づけ
た。

【成果】
各校の学習活動では、地域との関わりに
よって児童・生徒の探究がより深まった。
中学校では、部活動の地域移行に関わって
地域住民の方々の力を借りる方向に進んで
きている。

53

① 将来、社会
人・職業人とし
て自立し、時代
の変化に力強く
かつ柔軟に対応
し て い け る よ
う、規範意識や
コ ミ ュ ニ ケ ー
シ ョ ン 能 力 な
ど、幅広い能力
の形成を支援す
るために、キャ
リア教育を推進
します。

【実績】
各学校で、日常の教育活動をキャリア教育
の視点（規範意識やコミュニケーション能
力等）からとらえなおしながら、児童・生
徒一人一人の歩みをキャリアパスポートに
記録として累積してきた。

【成果】
キャリアパスポートの累積によって、日頃
の教育活動のどの部分がキャリア教育に関
わってくるのかなどの理解が教師も児童・
生徒もより明確になってきている。

54

② 自らの力で生
き方を選択して
いくことができ
るよう、必要な
能力や態度を身
に付けることを
目指します。

【実績】
特別活動や生活科、総合的な学習の時間の
みならず、日常の授業場面でも児童・生徒
が主体的に選択できるような場面設定を大
切にするよう、様々な機会に働きかけてき
た。

【成果】
各学校を参観している中で、児童・生徒が
主体的に学び方を選択したり自らの課題解
決に取り組んだりしている姿がみられる授
業が少しずつ増えてきている様子が見られ
る。

55

③ 地域のひと・
もの・ことを活
用し、小中一貫
教育の中でキャ
リア教育を進め
ます。

【実績】
各小学校においては社会見学や体験活動、
中学校においては職場体験学習などを地域
の協力を得ながらそれぞれ実施した。

【成果】
日頃から目に触れたり直接自分に関係した
りしている地域の協力を得たことにより、
より実感の伴った学習活動になった。

（１）
コミュニ
ティス
クール

保護者や
地域住民
が一定の
権限と責
任をもっ
て学校運
営に参画
し、より
よい教育
の実現を
目指しま
す。

各学校に学校運
営協議会を設置
し、学校・家
庭・地域が社会
総がかりで、よ
り良い教育(学
校)の実現を目指
すために、開か
れた学校づくり
が必要です。

Ｂ

（２）
キャリア
教育

人に学
び、地域
に学ぶ
キャリア
教育を目
指しま
す。

一人ひとりの社
会的・職業的な
自立に向け、必
要な基盤となる
能力や態度を育
てることを通し
て、職業観の育
成を図ることが
大切です。
地域のひと・も
の・ことに学ぶ
キャリア教育
（社会見学、ボ
ランティア活動
等）を年間学習
計画に取り入
れ、小中一貫教
育の中で実践し
ていく必要があ
ります。

Ｂ
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NO 基本目標 現状と課題 施策の方向性
令和７年度の取り組み

【実績】【成果】を別に記載のこと

項
目
評
価

施策

56

６.
青少年の健
全育成の推
進

① 育成会を中心
に、自然体験や
もの作り、農業
体 験 、 ス ポ ー
ツ、伝統行事な
どを通じ、青少
年の社会参画と
異年齢・異世代
の交流を深めま
す。

【実績】
各区では育成会が窓口となり区や公民館を
含めた各種行事やイベント等が実施され
た。また、各地区では地区育成会や地域づ
くりの会等が、歴史や施設巡りなどの地域
イベントを子どもたちを対象に多くの事業
が実施された。

【成果】
各種イベント事業の実施により、関係する
地域住民の皆さんとの交流が図られた。

57

② ジュニアリー
ダーの養成や地
域を越えた交流
事業を実施しま
す。

【実績】
学校を通じてボランティア等を募り、親子
自然ふれあい学校、子どもフェスティバル
を実施した。

【成果】
小・中・高校生からの参加があり、運営に
携わることでリーダーとしての養成や参加
者との交流ができた。

58

③ 義務教育終了
後の未就学、未
就職の青少年に
対し、自立に向
けた支援を関係
団 体 と 進 め ま
す。

【実績】
東御市青少年支援チームによる未就学、未
就職の青少年に対する学習支援、就労支
援、自立支援の取り組みが中間教室や中央
公民館で行われた。

【成果】
未就学、未就職の青少年に対する様々な支
援の取り組みができた。

59

④ 育成会活動や
友遊クラブ事業
等への支援を継
続します。

【実績】
育成会等の行事やイベント活動等に対する
保険の加入を行った。
育成会活動補助金として、滋野、祢津、
和、北御牧地区へ事業補助を実施した。友
遊クラブ活動補助金として、祢津、和、北
御牧の団体へ事業補助を実施した。

【成果】
育成会等の活動における保険適用に伴う安
心体制の整備ができた。
各団体への活動補助に係る行事やイベント
が実施できたことにより、子どもたちの健
全育成が図られた。

（１）
地域全体
で子ども
を育てる
育成活動

多様な体
験や活動
を通し
て、心豊
かで健や
かな青少
年育成を
図りま
す。

多様な体験や活
動を通して、心
豊かで健やかな
青少年育成を図
る必要がありま
す。
地域全体で育成
会に関わる役員
が高齢化してお
り、後継者の育
成が急務です。
また、各種行事
への参加者も固
定化され、偏り
が生じていま
す。
義務教育終了後
の青少年との関
りは継続的には
持てないため、
支援ができない
課題もありま
す。

Ｂ
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NO 基本目標 現状と課題 施策の方向性
令和７年度の取り組み

【実績】【成果】を別に記載のこと

項
目
評
価

施策

60

６.
青少年の健
全育成の推
進（続き）

① 青少年補導委
員によるチェッ
ク 活 動 を 実 施
し、青少年に有
害な社会環境の
浄 化 を 図 り ま
す。青少年健全
育成協力店の加
入事業所数の拡
大を行います。

【実績】
青少年市民会議役員をはじめ青少年補導委
員会でのチェック活動を3回実施した。併
せて新規協力店への加入の声掛けを行っ
た。

【成果】
青少年市民会議及び青少年補導員の年間行
事計画に基づく活動が実施できた。また、
新規協力店が加入し店舗数増となった。

61

② 有害自販機の
有無の確認、カ
ラオケ店・大型
食料品店・コン
ビ ニ 等 を 巡 回
し、非行等防止
の抑止となる活
動を行います。
なお、万引きや
暴走行為、酒た
ばこの購入など
のトラブルが生
じた場合は、青
少年センターよ
り、学校・交番
へ連絡をとり対
処します。

【実績】
有害自動販売機の確認や大型店舗の巡回を
青少年補導委員の年間計画に基づき実施し
た。また、市内で開催される祇園や雷電ま
つりなどのでは、青少年補導委員により未
成年者の飲酒や喫煙、トラブル状況の確認
などの巡視を行った。

【成果】
大型店舗等への巡回やイベントで巡視した
結果、特記すべき事項は特になく、問題は
みられなかった。

62

③ 薬物使用が低
年齢化している
ことから、薬物
についての知識
や防止のための
講演会など、啓
発活動を関係機
関と行います

【実績】
青少年補導委員会で薬物乱用に係る現状と
課題等の研修会を２回実施した。東部中で
は３学年を対象に県の出前講座を活用し実
施、２学年ではカリキュラムに沿い全クラ
スを対象に実施した。北御牧中では２年生
を対象に実施した。

【成果】
青少年健全育成計画に基づき周知啓発を行
うことができた。

（２）
青少年の
非行・被
害の防止
活動

青少年に
有害な社
会環境の
浄化とよ
りよい環
境づくり
を推進し
ます。

青少年に有害な
社会環境の浄化
とよりよい環境
づくりを推進
し、青少年の非
行・被害の防止
活動を実施して
いく必要があり
ます。また、薬
物乱用が若年化
していることか
ら、薬物等の正
しい知識を学ぶ
ための講演会、
啓発活動を関係
機関と行う必要
があります。

Ｂ
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NO 基本目標 現状と課題 施策の方向性
令和７年度の取り組み

【実績】【成果】を別に記載のこと

項
目
評
価

施策

63

６.
青少年の健
全育成の推
進（続き）

① ネットリテラ
シー教育推進協
議会委員による
出前講座を実施
します。

【実績】
ネットリテラシー推進協議会は令和６年３
月に解散したため、「東御市学校ＩＣＴ支
援連絡協議会」のメンバーにより市内で計
36回、延べ3,220人に対し出前講座を実施
した。

【成果】
東御市学校ＩＣＴ支援連絡協議会を中心に
子どもとメディア信州で出前講座を実施
し、子どもたちへのネットリテラシー啓発
に寄与した。

64

② セーフティ
ネットアドバイ
ザーによる啓発
活動を実施しま
す。

【実績】
セーフティーネットアドバイザーを母体と
するネットリテラシー教育推進協議会は、
令和６年３月で解散したが、学校部会で
行っていた、クラスのルールづくりを行っ
た。

【成果】
インターネット利用の怖さの認識に寄与し
た。

65

③ 小学１年生か
ら中学３年生ま
でを対象にネッ
トリテラシー授
業を実施しま
す。

【実績】
学校及び教育課と連携し、児童・生徒を対
象としたもの及び保護者も対象としたもの
を実施した。

【成果】
　ネットリテラシー教育を行ったことで、
ネット環境を利用するうえでの注意すべき
ことを啓蒙できた。

66

④ ネットリテラ
シー学習会の企
画・計画・講演
ができる指導者
養成を行いま
す。

【実績】
青少年健全育成専門指導員の講演等ができ
るようCD等の教材の手配を行い、乳幼児検
診等で実施した。

【成果】
青少年健全育成専門指導員が指導者として
講演等できるよう計画的に養成することが
できた。

67

⑤ 認定こども
園、保育園、小
規模保育事業所
及び小学生の保
護者を対象に
ネットリテラ
シー事業を実施
します。

【実績】
保育園、幼稚園、小規模保育事業所へは
245人、小学校へは418人、計663人の保護
者へネットリテラシー教育出前事業を実施
した。

【成果】
多くの保護者に対して啓発事業を実施する
ことができた。

68

⑥ 市民向けの講
演会を実施しま
す。

【実績】
市民向け講演会は2回実施した。
（参加者70人）
子どもとメディア信州　1回
信州大学出前講座　　　1回

【成果】
市民向け啓発活動が取り組めた。

（３）
ネットリ
テラシー
教育

インター
ネットの
扱いや、
正しく活
用する力
を育成し
ます。

子どもたちが、
インターネット
やチャットGPTな
ど、AI・ITに関
わる正しい知識
と正しく活用す
る力を育成する
必要がありま
す。
タブレットが児
童・生徒に配備
されたことで、
学校・学年での
決まりごとの遵
守と年齢に応じ
たネットリテラ
シー研修の充実
を図る必要があ
ります。
家庭でのスマホ
やSNSなど、情報
機器の適正な情
報発信や使用時
間を制限するな
どの啓発をする
必要がありま
す。

Ｂ
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NO 基本目標 現状と課題 施策の方向性
令和７年度の取り組み

【実績】【成果】を別に記載のこと

項
目
評
価

施策

69

６.
青少年の健
全育成の推
進（続き）

① 児童館と放課
後児童クラブの
充実を図り、子
どもが子どもら
しく主体的に過
ごす時間を創出
します。また、
夏休みなどの長
期休暇の際に、
受け入れ時間を
延長します。

【実績】
児童館については、学校長期休業中の受け
入れ可能時間を引き続き8時30分からと
し、利用者の利便性向上を図った。

【成果】
放課後における子どもの居場所での安心安
全な見守り活動が図られた。

70

② 地域との連携
を深め、異年齢
や地域住民との
交流活動を推進
します。

【実績】
身体教育医学研究所に運営委託し、東御清
翔高校のボランティア部や地域の方等をサ
ポート役に、放課後子ども教室推進事業
「げんき塾」を、各小学校５回ずつ、計25
回（そのうち２回は中学校と合同で）開催
した。

【成果】
延べ656名が参加し、９割以上の参加者が
来年も参加したいと回答した。学年差を感
じることなく、異年齢やサポート役の方々
と交流しながら楽しく活動ができた。

71

③ 保護者のニー
ズを捉え、子ど
もの放課後の環
境改善を進めま
す。

【実績】
滋野児童館を滋野小学校隣接地へ移転新築
し、合わせて児童クラブとの併設施設とし
て開所した。
これにより児童館、児童クラブの職員が連
携し、見守り体制の強化が図られた。

【成果】
児童館、児童クラブ併設施設が、滋野、
和、北御牧の３施設となり、見守り体制の
強化が図られた。
田中、祢津についても引き続き今後のあり
方について検討していく。

72

７.
人づくり、
地域づくり
につながる
生涯学習の
推進

① 市民の学習
ニーズに応える
ため、受講生へ
のアンケートや
広報活動を通じ
て、学習ニーズ
を捉え、要望を
反映した学習機
会の提供を図り
ます。

【実績】
アンケートの結果等から、公民館利用者が
高齢者にやや偏っていることが明らかに
なったため、子どもや保護者、働く世代に
も受講してもらえるような講座の企画や運
営方法の工夫を行った。

【成果】
参加しやすい１回完結型の単発講座や講演
会を子ども・親子向け、一般向けに行った
ことで利用者の年齢層の幅が広がりつつあ
る。子ども向けの「小学校出前講座」は、
優れた取り組み例として、全国誌「月刊公
民館」で取り上げられた。

73

② 要望等を踏ま
え、利用しやす
い施設にするた
めの修繕や改修
等を行います。

【実績】
滋野、和、北御牧公民館は、ＬＥＤ改修工
事を実施した。
必要部分については、随時修繕等により対
応し、改善した。

【成果】
環境に配慮し滋野、和、北御牧公民館はＬ
ＥＤ改修工事により省エネルギー化した。
また、自営対応が可能な箇所については自
営により実施し、利用しやすい施設となる
よう努めた。

74

③ 公民館予約の
オンライン化に
より、利便性の
向 上 を 図 り ま
す。

【実績】
オンライン予約により、各団体の受付数が
増加した。

【成果】
施設予約を要望する団体へのオンライン予
約の実施により公民館の開館時間外でも予
約申請ができるようになった。

（４）
子どもの
放課後活
動

子どもの
放課後活
動の充実
を図りま
す。

子どもの放課後
活動の充実を図
ります。
放課後児童クラ
ブ利用者が今後
さらに増加する
ことが予想され
るため、受入可
能数を増やす必
要があります。
滋野児童館につ
いては、令和７
年度開所を目指
します。また、
田中、祢津児童
館についても新
たな施設の建設
について検討を
進め、児童館と
児童クラブを併
設した施設の更
新に取り組みま
す。
児童館と放課後
児童クラブの充
実を図り、子ど
もが子どもらし
く主体的に過ご
す時間を創出し
ます。

Ｂ

（１）
生涯学習
の場づく
り

学びやす
い学習基
盤の整備
を図りま
す。

多種多様な市民
の学習ニーズに
応えるととも
に、その成果が
地域に生かされ
るよう支援体制
を図る必要があ
ります。
今後の講座のあ
り方について検
討が必要です。
また、子どもの
体験学習を通し
て、健全育成が
求められます。
利用者の安心安
全、また利用し
やすい施設にす
るため修繕や改
修等を行いま
す。

Ｂ
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NO 基本目標 現状と課題 施策の方向性
令和７年度の取り組み

【実績】【成果】を別に記載のこと

項
目
評
価

施策

75

７.
人づくり、
地域づくり
につながる
生涯学習の
推進（続
き）

① 指導者・後継
者の人材を発掘
するため、文化
協会等へ「ふれ
あ い 人 材 バ ン
ク」への登録を
依頼し、登録者
の増員を図りま
す。合わせて、
広報等での周知
に努めます。

【実績】
市のホームページで周知している。

【成果】
増減はなし。

76

② 分館関係者研
修会などを開催
し、学習成果を
生かす機会づく
りと活用の充実
を促進します。

【実績】
１月と４月に分館長研修会と分館報編集担
当者研修会を実施した。

【成果】
コロナ禍以降、やや停滞している分館活動
の活性化の方策や成果を上げている分館の
活動例を扱うことで、担当者が活動に向か
う見通しや意欲を高めることができた。行
事が数年ぶりに復活できたという事例も多
数報告された。

77

③ 学びに際し、
市 民 自 身 が 企
画・運営に参加
できるようにし
ます。

【実績】
生涯学習講座から社会教育団体への移行や
新設を推進した結果、20団体が社会教育団
体へ移行または新設として設立した。
女性学級の運営を受講生に委ねる部分を増
やした結果、受講生が講師を務める機会が
できた。

【成果】
自主運営化の良さや必要性を感じたという
反応が見られたり、受講生が講座内で活躍
する場面が多く見られるようになった。
社会教育団体の活動成果発表の場を設けた
ところ、20を超える団体が参加した。

78

① 中央公民館
定期的に公民館
だ よ り を 発 行
し、情報発信に
努めます。
講義室や各学習
室を利用した講
座・講演会等を
開催することに
より、市民の自
主学習等を推進
する機運の醸成
を図ります。

【実績】
公民館報を年４回発行し、生涯学習講座改
変についての情報や講座の活動紹介、地区
館の主だった活動等を積極的に取り上げて
情報提供した。

【成果】
公民館の取り組みや講座の様子等を周知す
ることができた。公民館報の活動紹介を見
て魅力を感じ、講座の申し込みをしたとい
う新規受講者の声が複数届いている。

79

② 地区公民館
生涯学習講座・
教室を開催しま
す。
地区公民館独自
で実施している
事業を地区住民
と共同で実施し
ます。
地区担当の地区
公民館長（社会
教育指導員）・
地域づくり支援
員を配置し相談
業 務 を 行 い ま
す。

【実績】
地区公民館別の生涯学習講座の開催及び各
地域との協働による独自事業を開催した。

【成果】
地区ごと地域づくり支援員を配置すること
により独自事業の促進が図れた。

80

③ 分館
分館は区の公民
館でもあり、区
公民館役員を中
心とした独自の
事 業 を 行 い ま
す。
分館活動に対し
財政的支援を行
い、積極的な公
民館活動を推進
していきます。

【実績】
各区の独自の活動において公民館役員等と
中心として事業を実施した。また分館活動
における財政的支援を実施した。

【成果】
各区の独自活動において持続可能な運営が
できるよう財政的支援を行い、実施の推進
が図れた。

（２）
地域の人
材育成

地域生涯
学習指導
者の養成
と活用を
図りま
す。

「ふれあい人材
バンク」の登録
制度はあります
が、活用され
ず、新規登録も
進まないのが現
状です。
講師アンケート
から、講座の講
師及び受講者の
高齢化の課題が
上がっており、
人材の育成が必
要です。
多様化するニー
ズに対応できる
指導者が不足し
ています。

Ｂ

（３）
公民館事
業

地域コ
ミュニ
ティーづ
くりの醸
成を図り
ます。

地域の連帯感や
地域づくり活動
への参加意識を
高めるための活
動が必要です。
公民館（人づく
り）と地域づく
り組織の連携が
必要です。
子どもの数の減
少やコロナ禍等
により縮小して
しまった地域に
伝わる伝統行事
を支援し、活動
の復活を推進し
ていく必要があ
ります。
公民館だよりは
継続し、多くの
方に利用いただ
けるような活動
推進や周知が必
要です。

Ｂ
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NO 基本目標 現状と課題 施策の方向性
令和７年度の取り組み

【実績】【成果】を別に記載のこと

項
目
評
価

施策

81

７.
人づくり、
地域づくり
につながる
生涯学習の
推進（続
き）

① 利用実態に
沿った蔵書の更
新や、現在ある
本を利用しても
らう工夫、寄贈
本の積極的受入
を行います。

【実績】
貸出される本の傾向や、図書館に所蔵され
ている本、また地域の特性等を加味し、蔵
書を更新。
毎月一つのテーマで棚を構成する「テーマ
ブックス」、職員及び利用者の推薦する
「おすすめ本」や、絵本専門士による「年
代別おすすめ絵本」紹介等のコーナーを作
成し利用促進に努めた。また、寄贈本は随
時受入れを行った。

【成果】
除籍した本は図書館まつりで配布。
蔵書数実績
R2年度：162,839冊
R3年度：166,013冊
R4年度：168.848冊
R5年度：172,000冊
R6年度：173,269冊
R7年度：175,923冊

82

② 利用者・来館
者の増加策とし
て図書館まつり
や 各 種 講 座 な
ど、魅力的な行
事等を企画し、
現在の利用者及
びこれまで図書
館に来館したこ
とのない市民に
も足を運んでも
らう機会をつく
ります。

【実績】
図書館まつりを11月に開催し、本のリユー
ス市、古本回収、読み聞かせ、工作等のイ
ベントを開催し、大勢の方に来場いただい
た。また、いきいき読書講座、朗読のため
のボイストレーニング講座、夏休み子ども
向け講座など開催した。

【成果】
図書館まつりの来館者数
R2年度：188人
R3年度：534人
R4年度：577人
R5年度：578人
R6年度：963人
R7年度：693人　

83

③ 移動図書館車
の巡回場所・時
間等の見直しを
しながら、図書
館に来館できな
い市民にも広く
本に親しんでも
らう機会を提供
します。

【実績】
巡回コース・時間について必要に応じ見直
しを行った。また、夏休み期間に、希望の
あった児童クラブ及び児童館への運行を行
い、本に親しんでもらう機会の増加に努め
た。

【成果】
R2年度：656人
R3年度：673人
R4年度：534人
R5年度：604人
R6年度：600人
R7年度：621人

（４）
図書館の
利活用

幅広い年
代の市民
の読書活
動・学習
活動を支
援しま
す。

情報の収集・提
供により幅広い
年代の市民の読
書活動・学習活
動を支援し、新
規利用者の獲得
及び継続利用者
の確保を図りま
す。
本図書館をより
多くの市民に継
続的に利活用い
ただくととも
に、これまで図
書館に来館した
ことのない市民
にも足を運んで
もらうような方
策等を検討する
必要がありま
す。
移動図書館車の
巡回場所・時間
の見直しを定期
的に行い、市報
やホームページ
等で巡回コース
の周知を図りま
す。
利用実態に沿っ
た蔵書の更新や
現在ある本を利
用してもらう工
夫等を継続的に
行います。
DX普及に合わせ
て、市町村と県
による協働電子
図書館(デジと
しょ信州)の普及
促進を図る必要
があります。

Ｂ
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NO 基本目標 現状と課題 施策の方向性
令和７年度の取り組み

【実績】【成果】を別に記載のこと

項
目
評
価

施策

84

８.
文化財の保
存と活用

① 指定文化財や
古文書などを良
好な状態に保つ
ため、保存・修
理等を計画的に
進めます。合わ
せて、未指定の
文化財は、後世
まで保護する観
点から、市指定
文化財として指
定を推進しま
す。

【実績】
古文書整理事業を継続し、「渡辺家文書」
をはじめ計８件の古文書目録を公開した。
また、海野宿では特定物件の保存・修理を
計画的に進めるため、修理相談会を開催し
た。

【成果】
地域史研究や文化財活用の基礎資料となる
古文書目録を公開することで、市民や研究
者の利便性向上につながった。また、修理
相談会を通じ、所有者の保存意識向上と歴
史的建造物の適切な維持管理に向けた機運
の向上を図ることができた。

85

② 天然記念物
（ミヤマシロ
チョウ・オオル
リシジミ等）の
保護活動への支
援を行います。

【実績】
ミヤマシロチョウ及びオオルリシジミ保存
会に対し、累代飼育、教育普及活動、モニ
タリング調査等の保護業務を委託し、継続
的な保護活動への支援を実施した。

【成果】
地域団体と連携した継続的な保護活動によ
り、生息状況の把握や保全体制の維持につ
ながった。また、教育普及活動を通じ、市
民の希少種保護に対する理解促進を図るこ
とができた。

86

③ 伝統行事継承
のため、保存活
動や地域・団体
等に対し、保存
活動や伝統行事
に対する支援を
行います。

【実績】
海野宿保存会に対し、保存活動及び地域行
事運営に係る補助金を交付し、ふれあい祭
りの開催や保存会事務事業費等への支援を
行った。

【成果】
地域住民主体による保存活動や伝統行事の
継続実施を支援することで、歴史的景観の
維持と地域コミュニティの活性化につな
がった。また、保存会活動の安定的な運営
支援を図ることができた。

87

④ 地域の伝統行
事の後継者不足
を解消するた
め、担い手育成
活動について支
援を行います。

【実績】
海野宿の保存・継承に関するハンドブック
を作成し、次世代の所有者、地域住民、保
存会と保存の考え方や修理の指針を共有し
た。

【成果】
これまで地域内で暗黙的に継承されてきた
保存の考え方を可視化・共有することで、
次世代への継承意識醸成と、持続的な保存
活動の基盤強化につながった。

（１）
文化財の
保存と活
用

地域固有
の重要な
文化財の
保存の推
進を図る
ことで、
地域への
誇りと愛
着に寄与
します。

地域固有の重要
な文化財の保存
の推進とあわ
せ、歴史を広く
伝え学ぶことの
できる環境の整
備により、地域
における保存活
動の担い手確保
と、保存意識の
向上・醸成を図
る必要がありま
す。
住宅建設の高ま
りに応じた発掘
調査の増加に対
して、県と連携
し適切な指導を
行います。
市内の指定文化
財や古文書等の
保存、修理等に
ついて、良好な
状態を保つ必要
があります。海
野宿において
は、国庫補助を
活用した保存修
理事業を計画的
に行い、未修理
家屋の修理事業
を進めます。
文化財の利活用
についての相談
に応じ、地域住
民の考えも聞き
ながら進めま
す。

Ｂ
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NO 基本目標 現状と課題 施策の方向性
令和７年度の取り組み

【実績】【成果】を別に記載のこと

項
目
評
価

施策

88

８.
文化財の保
存と活用
（続き）

① 歌舞伎などの
伝統行事の後継
者不足を解消す
るため、担い手
育成の活動につ
いて支援を行い
ます。

【実績】
祢津東町歌舞伎保存会に対し、後継者育成
及び公演継続を目的とした補助金を交付
し、地域住民や子どもたちの参加による伝
承活動を支援した。

【成果】
公演継続に必要な運営体制の維持と若年層
参加の機会確保につながり、地域住民によ
る伝統芸能継承への意識向上と担い手育成
の推進を図ることができた。

89

② 無形民俗文化
財として指定さ
れる地域に伝わ
る伝統行事に対
し、支援を行い
ます。

【実績】
無形民俗文化財である祢津東町歌舞伎公演
に対し、公演当日の送迎バス手配及び添乗
員配置を実施し、環境の整備と安全な運営
支援を行った。

【成果】
出演者の移動負担軽減と安全な公演運営に
つながり、地域における伝統芸能継承の持
続性向上を図ることができた。

90

③ 伝統行事継承
のため、保存会
等の団体に対
し、保存活動や
上演活動に対す
る支援を行いま
す。

【実績】
西宮歌舞伎舞台について、保存会による継
続的な上演活動及び文化財保存を支援する
ため、舞台屋根修繕に係る市負担分の予算
を確保した。

【成果】
老朽化が進む舞台の保存環境改善に向けた
基盤整備を進めることで、地域住民による
伝統芸能上演の継続性確保と文化財保存体
制の強化につながった。

91

９.
人権尊重

① 学校における
人権同和教育
教職員を対象と
した人権同和教
育講演会・人権
同和教育研究授
業・人権同和教
育研修を実施
し、児童・生徒
への教育に活か
します。
保護者に対し、
授業参観や研修
等を通して人権
問題を正しく理
解してもらえる
ような啓発に取
り組みます。
解放子ども会(現
在は休会)の趣旨
を学校人権同和
教育に活かしま
す。

【実績】
教職員人権同和教育研修
新任教職員人権同和教育研修
新任教職員人権同和教育現地研修
人権同和教育研修会（講演会）
人権同和教育授業研究会
学校人権同和教育懇談会
部落解放東日本研究集会派遣
新任教職員対象の解放子ども会研修
PTA人権同和教育研修
PTAと部落解放同盟東御市協議会との懇談
会

【成果】
教職員対象の各人権研修については、開催
時間、内容等を見直しながら実施すること
ができた。
教職員を対象とした研修を全小中学校で実
施したほか、PTAの人権研修の機会も増
え、改めて人権について学びを深めるがで
きた。

92

② 社会における
人権同和教育
人権同和教育指
導員と人権同和
教育指導委員
（数名）を設置
し、啓発学習や
活動に指導助言
していきます。
「東御市人権尊
重のまちづくり
市民の集い」や
「人権セミ
ナー」、「人権
啓発学習会」な
どの啓発活動の
充実を図りま
す。

【実績】
人権啓発学習会の実施（田中・祢津・北御
牧の半分）
人権セミナーの開催（６回）
人権尊重のまちづくり市民の集いの開催
企業人権同和教育の研修会の開催（２
回）、企業訪問（５社）

【成果】
人権啓発学習会では、人権同和教育指導委
員を中心に学習会を進め、参加者の学びを
深めることができた。
市民の集いでは、「戦争と人権」をテーマ
に講演を行い、世界における戦争・紛争や
東日本大震災から読み取る人権課題につい
て学ぶ機会になった。
企業人権について、市内企業を訪問し、人
権研修等についてアプローチをかけること
ができた。

（２）
地域の文
化や伝統
行事の継
承

地域の文
化や伝統
行事の継
承活動を
図りま
す。

地域に伝わる文
化や伝統行事を
後世に伝えるた
めの継承活動を
支援する必要が
あります。ま
た、伝統行事の
後継者の育成支
援を図る必要が
あります。
少子・高齢化を
背景とする担い
手不足が課題で
す。

Ａ

（１）
学校にお
ける人権
同和教育

児童・生
徒への人
権同和教
育の実施
及び教職
員やPTA
への啓発
を図りま
す。

幼児・児童・生
徒それぞれの発
達段階に応じた
人権同和教育の
充実を図りま
す。
部落差別や、新
たな人権課題に
ついての研修機
会を設け、児
童・生徒の授業
への計画・実施
を進めていく必
要があります。
教職員やＰＴＡ
などに研修への
参加を促し、人
権同和教育の実
践を図ります。
「人権尊重のま
ちづくり市民の
集い」や「人権
セミナー」「人
権啓発学習会」
などへの参加
と、作文や標
語、ポスターの
啓発作品の取り
組みを行いま
す。

Ｂ
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４　学識経験者の意見 

 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 26条に基づき、令和７年度の教育に関する事務の管理 

及び執行状況の点検及び評価の報告書から、各施策の具体的な取り組みについての評価について、幾つか

意見を述べる。 

 施策/項目 項目ごとの具体的な取り組み評価についての意見

 1 教育環境の整備 1-(2)-③新たな給食センター実施設計が完了し建設に入っているが、

並行して食の安全マニュアルの整備を進め、配送配食の課題等を建設

にフィードバックされたい。

 2 切れ目のない教育の推進 2-(1)-①②③不登校の状況、原因の把握と分析を進め、引き続き関係

機関とさらに広く連携して相談、必要な家庭訪問など個別の対応の充

実を図られたい。 

不登校が減じない現状を受け止め、(1)不登校対策の評価は[C]が相当

ではないか。 

2-(2)多様な学びの提供、居場所づくりについては、校内に「相談室」

「SSR」設置、 学力向上対策講師等の配置、学びの場の提供、ふれあ

い教室、ゆめぽけっと・とうみ、オンラインでの学習など充実してき

ている。評価は[A]が相当であると思われる。 

2-(3)保小中合同音楽会を実現したのは、現場の園長校長先生の努力

の賜物である。評価は[A]が相当であると思われる。 

2-(4)インクルーシブルな教育の実現への施策は充実してきている。 

2-(5)-④特別支援教育の充実においては、MIM の活用など進展深化が

伺える。

 3 確かな学力と学びを育む 

教育

3-(1)学力対策講師の配置、各種専科講師の配置、教科担任制の工夫等

的確な施策が講じられてる。評価は[A]が相当であると思われる。

 4 心と体を育む教育 4-(1)体力向上については、新体力テストの結果分析から施策が講じ

られているが、個々の体力向上につながっているという結果がみられ

ない。 

4-(2)道徳教育については数値化しての成果は得にくいが、良い事例

を基に児童生徒に教科道徳の大切さと必要性を実感させたい。 

4-(3)-④令和 7年度重大なアレルギー事案の発生がなかったことは、

重要視したい。今後に生かしたい。

 5 地域に開かれた学校 5-(1)(2)概ね施策の方向性どおり取り組んでいる。

 6 青少年の健全育成の推進 6-(1)-①地域の良さを知り、地域の方と交流できる場として、今後も

充実した育成会の活動を期待したい。活動をサポートする指導者の高

齢化が問題視されているが、先人の知恵なども大切に引き継ぎつつ、

22



 地域の方が参加してサポートしたいと思える場所づくりや発信など

工夫が必要である。 

6-(1)-③義務教育終了後の青少年を支援する活動も行われていて、素

晴らしい。今後も支援を必要とする青少年が気軽に立ち寄れる場を提

供していって欲しい。 

6-(1)-④青少年の育成活動において事業補助を実施したことは、各団

体の活動継続に大いに寄与している。 

6-(3)ネットリテラシーについての講座や授業が増え、充実してきて

いる。講座や授業の中で、「どうして危険か」「何に気をつけてネット

を利用すれば良いか」など、それぞれの心に強く響く興味深い内容を、

常に新しい情報も交えつつわかりやすく伝えていくことが必要。子育

てが始まる前の妊婦への講座も、とても大切で、子どもへのネットの

影響を学びつつ、ネット以外の親子での楽しみ方として、図書館職員

と共に絵本の紹介やわらべうたなどを楽しむことは良い機会になる。 

6-(4)-②げんき塾を経験した子どもたちがリーダーとして活動を盛

り上げるようになったことは、大きな成果である。魅力的な活動を経

験しながら、自主的に考えて動く力が養われているのは素晴らしい。

どんな事業や行事も、自ら動いて周りの人と共に楽しんでいけるよう

に導いていけると良い。

 7 人づくり、地域づくりに 

つながる生涯学習の推進

7-(1)(2)(3)(4)概ね施策の方向性どおり取り組んでいる。 

7-(4)-③移動図書館車の巡回場所や時間帯を工夫して、より多くの市

民が本に親しめるようになり、とても良い。

 8 文化財の保存と活用 8-(1)-①文書館において、古文書類を収集、整理（目録作成・補修・

公開判定など）、保存活動が継続されていること、及び令和７年度末に

８件の史資料群が公開されたことは評価できる。さらに古文書及び旧

町村文書など史資料の公開を進められたい。 

史資料は研究者や学生の利用ばかりでなく、地域の成り立ちを知り、

現状を理解し、未来を創造するための原資として、一般市民の関心や

利用を図りたい。旧町村誌の学習会や講座など行い、史資料を提示・

学習する機会を設けるなどの活動も行えるよう、今後とも職員配置や

ボランティアの活動に考慮されたい。 

8-(1)-②天然記念物の保護活動については、保存会への支援をはじめ

地域団体との連携が図られ、一定の成果が見られることは評価でき

る。今後とも平素から連携を密にして活動を継続されたい。 

8-(1)-③文化財や伝統行事などの保護・保存は、所有者や地域住民の

理解と協力が肝要なので、海野宿での修理相談会の開催は、理解と保
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 存機運を図る上で評価できる。また、既存の保存会の活動や行事運営

に対する補助・支援も評価できるが、地域住民と行政が保存と活用に

ついて考えや方向性を共有しつつ、新たな賛同者も得て停滞感を脱す

ることを望む。 

8-(1)-④未指定の文化財などは急速に滅失の危険にさらされている。

市民や研究者の協力を得ながらその現状把握と対策を図ることが望

まれる。 

8-(2)成果が見られることから、評価は[A]が相当であると思われる。 

8-(2)-①東町歌舞伎保存会に対する、後継者育成及び上演を目的とし

た補助金交付による支援は、上演の継続と継承、その運営母体の維持

と若年層の参加に繫がっており、評価できる。 

8-(2)-②上演活動が円滑に進むよう、上演活動の環境を整え便宜を図

る支援も評価でき、今後も継続すると同時に、要望があれば拡大する

ことを望む。 

8-(2)-③西宮歌舞伎についても、上演の場である舞台建物の保存修理

について、母体である保存会への補助金の交付は評価できる。隔年の

上演であるが、上演準備の段階においても要望があれば可能な対応を

願いたい。 

8-(2)-④指定未指定に関わらず各地域の伝統行事（無形文化財）の継

承の実態を把握し、早期にデジタルアーカイブ化することを検討され

たい。

 9 人権尊重 9-(1)概ね施策の方向性どおり取り組んでいる。

 その他 項目ごとに明確な評価基準(数値及び文言)がないために項目評価が

[B]評価になってしまう傾向にある。一定程度成果が予想を上回った

場合は[A]評価としたい。

 氏　名 略　歴

 
牛山　廣司 元公立小学校校長、元東御市教育長

 
上原　真美 元東御市社会教育委員

 
児玉　卓文 元長野県立歴史館文献史料課長兼主任指導主事
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